
 
 
 

令和８年度 
 

 
一般会計第２号補正予算書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

京都府与謝郡与謝野町 





 

議案第５４号 

 

令和８年度与謝野町一般会計補正予算(第２号)  

 

令和８年度与謝野町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額にそれぞれ１４５，９８０千円を追加し、歳入歳

出予算の総額をそれぞれ１４，４４２，４８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の追加及び変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

令和８年６月２日提出 

 

                与謝野町長 佐 賀 利 裕   
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第２表 　地　方　債　補　正

（　追　加　） (単位：千円)

与 謝 野 駅 整 事 業 債

証書借入れ
又　  　は
証 券 発 行

   年５.０％以内

　（ただし、利率
見直し方式で借入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構並びに銀行等
縁故資金につい
て、利率見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

 
  政府資金について
は、その融通条件に
より、銀行その他の
場合には、その債権
者と協定するものと
する。
　ただし、町財政の
都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
することができる｡

合 計

（変　更） (単位：千円)

補正前 補正後

町営住宅整備事業債 47,900      46,100      

社 会 教 育 施 設 等
整 備 事 業 債

4,600       14,300      

過疎地域持続的発展
特 別 事 業 債

108,700     111,900     

合 計 161,200     172,300     

限度額

起債の目的 起債の方法 利　率 償還の方法

証書借入れ
又　  　は
証 券 発 行

　年５.０％以内

　（ただし、利率
見直し方式で借入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構並びに銀行等
縁故資金につい
て、利率見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

　
　政府資金について
は、その融通条件に
より、銀行その他の
場合には、その債権
者と協定するものと
する。
　ただし、町財政の
都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
することができる｡

23,900                    

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

23,900                    
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給与費明細書
1　特　別　職

（単位：千円）

（人）

7,160

(3.50月分)

17,262

(3.50月分)

その他の
特 別 職

50,098 0 0 0 50,098 0 50,098

計 19 99,418 22,116 24,422 11,409 157,365 18,331 175,696

7,902

(3.50月分)

17,262

(3.50月分)

その他の
特 別 職

50,008 0 0 0 50,008 0 50,008

計 19 99,328 22,216 25,164 11,513 158,221 18,327 176,548

その他の
特 別 職

90 0 0 0 90 0 90

計 0 90 △ 100 △ 742 △ 104 △ 856 4 △ 852

2　一　般　職
　(1)　総　括

（単位：千円）

（人）

223

(368)

227

(364)

△ 4

(4)

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休　　日
勤務手当

管 理 職
手　　当

補正後 25,221 64,858 9,661 13,075 482 39,323 1,166 740 70 16,617

補正前 23,370 65,226 9,243 12,260 482 39,323 1,166 740 70 18,931

比　較 1,851 △ 368 418 815 0 0 0 0 0 △ 2,314

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

単身赴任
手　　当

計

補正後 323,743 267,667 16,035 113,557 31,758 0 923,973

補正前 329,935 272,911 15,515 114,513 31,758 0 935,443

比　較 △ 6,192 △ 5,244 520 △ 956 0 0 △ 11,470

※（ ）内は短時間再任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の合計数で外書きである。

比　較 5,516 △ 14,026 △ 11,470 △ 19,980 △ 101 △ 20,081

職員手当
の 内 訳

補正後 650,420 878,122 923,973 2,452,515 437,856 2,890,371

補正前 644,904 892,148 935,443 2,472,495 437,957 2,910,452

0

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

比　較

長　等 0 0 △ 100 △ 742 △ 104 △ 946 4

議　員 0 0 0 0 0 0 0

補正前

長　等 3 0 22,216 11,513 41,631 6,109 47,740

議　員 16 49,320 0 0 66,582 12,218 78,800

区　分
職員数

共済費
報　酬 給　料 期末手当

（年間支給率）

その他
の手当

計

補正後

長　等 3 0 22,116 11,409 40,685 6,113

議　員 16

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

合　計 備　考

46,798 教育長を含む

49,320 0 0 66,582 12,218 78,800

教育長を含む

△ 942 教育長を含む
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　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（人）

223

(2)

227

(1)

△ 4

(1)

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休　　日
勤務手当

管 理 職
手　　当

補正後 25,221 64,858 9,661 13,075 482 39,323 1,166 740 70 16,617

補正前 23,370 65,226 9,243 12,260 482 39,323 1,166 740 70 18,931

比　較 1,851 △ 368 418 815 0 0 0 0 0 △ 2,314

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

単身赴任
手　　当

計

補正後 213,141 174,579 16,035 113,557 31,758 0 720,283

補正前 220,086 180,457 15,515 114,513 31,758 0 733,140

比　較 △ 6,945 △ 5,878 520 △ 956 0 0 △ 12,857

※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

　　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（人）

0

(366)

0

(363)

0

(3)

区　分 期末手当 勤勉手当 計

補正後 110,602 93,088 203,690

補正前 109,849 92,454 202,303

比　較 753 634 1,387

※（ ）内はパートタイム会計年度任用職員数で外書きである。

職員手当
の 内 訳

補正前 644,904 0 202,303 847,207 143,249 990,456

比　較 5,516 0 1,387 6,903 1,117 8,020

比　較 0 △ 14,026 △ 12,857 △ 26,883 △ 1,218 △ 28,101

職員手当
の 内 訳

補正後 0 878,122 720,283 1,598,405 293,490 1,891,895

補正前 0 892,148 733,140 1,625,288 294,708 1,919,996

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 650,420 0 203,690 854,110 144,366 998,476

給　　　与　　　費
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

増減額

給料 △ 14,026 △ 14,026

職員手当 △ 12,857 △ 12,857 扶養手当 1,851

地域手当 △ 368

住居手当 418

通勤手当 815

特殊勤務手当 0

時間外勤務手当 0

宿日直手当 0

管理職員特別勤務手当 0

休日勤務手当 0

管理職手当 △ 2,314

期末手当 △ 6,945

勤勉手当 △ 5,878

児童手当 520

退職手当組合負担金 △ 956

0

単身赴任手当 0

　(3)　給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員１人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

短　大　卒 216,500 - 216,500 -

大　学　卒 232,000 - 232,000 -

国の制度

行政職（一） 行政職（二）

高　校　卒 200,300 198,200 200,300 198,200

令和8年4月1日現在

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 329,956 306,038

平均給与月額（円） 378,290 336,702

平 均 年 齢（歳） 42歳8月 56歳7月

退手組合特別負担金

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 326,362 297,623

平均給与月額（円） 374,080 328,191令和8年6月1日現在

平 均 年 齢（歳） 43歳1月 56歳9月

区分 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

人事異動による

人事異動による
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　　　　ウ　級別職員数

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

1級 15 7.1 1級 2 15.4

2級 20 9.5 2級 0 0.0

3級 85 40.5 3級 11 84.6

（2）

4級 54 25.7

5級 23 11.0

6級 13 6.2

計 210 100.0 計 13 100.0

（2）

1級 17 7.9 1級 1 7.7

2級 19 8.9 2級 0 0.0

3級 87 40.7 3級 12 92.3

（1）

4級 47 22.0

5級 30 14.0

6級 14 6.5

計 214 100.0 計 13 100.0

（1）
※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

（級別の標準的な職務内容）
　一般行政職（令和8年4月1日現在）

　技能労務職

2級  技能又は経験を必要とする作業を行う職務

3級  高度の技能又は経験を必要とする作業を行う職務

4級
 (1)　課長、局長、次長、所長又は園長を補佐する職務
 (2)　係長の職務

5級  所長、園長又は主幹の職務

6級  参事、課長、局長又は次長の職務

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的又は補助的な作業を行う職務

一般行政職 技能労務職

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的な業務を行う職務

2級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

3級  主任又は主査の職務

区　分

令和8年6月1日現在

令和8年4月1日現在

-40-



　　　　エ　期末手当・勤勉手当

※（ ）内は再任用職員

　　　　オ　特殊勤務手当

　　　　カ　その他の手当

※(2)及び(3)は、会計年度任用職員を含まない。

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

支給対象職員の比率　（％） 1.35 し尿処理業務従事手当3名

代表的な特殊勤務手当の名称
・社会福祉業務従事手当・し尿処理業務従事手当
・有害鳥獣処理業務従事手当

区　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同じ

2.325 2.325 4.650

（1.225） （1.225） 2.450

給料総額に対する比率（％） 0.05

令和8年度 有

区　分 支給対象職員／全職員 備考

支給期別支給率 支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）
区　分

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考
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 地方債の令和6年度末における現在高並びに令和7年度末及び令和8年度における

 現在高の見込みに関する調書

 （単位 千円）

１．公共事業等債 108,549 139,685 12,400 13,210 138,875

２．防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 897,412 804,263 0 93,150 711,113

３．公営住宅建設事業債 112,883 77,287 46,100 29,571 93,816

４．災害復旧事業債 97,071 78,800 1,000 19,873 59,927

５．（旧）緊急防災・減災事業債 0 0 0 0 0

６．全国防災事業債 117,085 97,620 0 19,485 78,135

７．学校教育施設等整備事業債 110,774 86,452 0 24,323 62,129

８．一般廃棄物処理事業債 151,639 137,852 0 13,787 124,065

９．一般補助施設整備等事業債 158,818 121,804 0 37,016 84,788

10．施設整備事業債 346,893 317,011 0 29,882 287,129

11．一般単独事業債 4,687,097 4,292,936 190,500 622,286 3,861,150

12．辺地対策事業債 98,482 78,506 18,975 59,531

13．過疎対策事業債 962,131 1,503,524 2,416,000 28,786 3,890,738

14．厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0

15．地域改善対策特定事業債 0 0 0 0 0

16．財源対策債 32,758 27,571 0 2,757 24,814

17．臨時財政特例債 0 0 0 0 0

18．減税補てん債 2,533 929 0 929 0

19．臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

20．臨時財政対策債 3,297,126 2,938,329 0 349,023 2,589,306

21．減収補てん債 17,605 16,510 0 1,096 15,414

22．調整債 0 0 0 0 0

23．京都府貸付金 0 0 0 0 0

24．その他 626 250 0 82 168

小　　　　　計 11,199,482 10,719,329 2,666,000 1,304,231 12,081,098

25．特定資金公共投資事業債 0 0 0 0 0

26．災害援護資金 0 0 0 0 0

合　　　　計 11,199,482 10,719,329 2,666,000 1,304,231 12,081,098

＊令和8年度中起債見込額には、令和7年度からの明許繰越額593,200千円を含む。

区　　　　分
令 和 6 年 度
末 現 在 高

令 和 7 年 度
末現在高見込額

令和8年度中増減見込

令 和 8 年 度 末
現 在 高 見 込 額令 和 8 年 度 中

起 債 見 込 額
令 和 8 年 度 中
元金償還見込額
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